
                                 

 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 ９ 日 

                      自 動 車 技 術 安 全 部 

 

  

北陸信越運輸局長は、自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者において道路運送車両法（以下

「車両法」という。）違反が確認されたため、第93条、第94条の4第4項及び第94条の8第1項の規定

に基づき、下記のとおり行政処分を行いましたのでお知らせします。 

 

記 

１ 事業者名 

株式会社ビーエムホールディングス 

２ 違反を行った事業場名（所在地） 

  ビッグモーター松本店（長野県松本市） 

３ 当該事業場に対する行政処分の内容 

  【自動車特定整備事業】 

   （1）自動車特定整備事業（※1）の事業停止 ２０日間 

  【指定自動車整備事業】 

   （2）指定自動車整備事業（※2）の取消 

   （3）自動車検査員（※3）の解任命令 １名 

４ 主な法令違反の概要 

 上記の事業場において、次の違反行為が確認されました。 

 【① 自動車特定整備事業】 

  （1）特定整備記録簿の一部記載漏れ又は記載誤り（車両法第 91 条第 1 項違反） 

  （2）使用者に対し、特定整備記録簿の写しを交付しなかった（車両法第 91 条第２項違反） 

  （3）使用者に対し、点検整備料金を過剰請求（車両法第 91 条の２違反） 

 【② 指定自動車整備事業】 

  （1）事業場管理責任者が指定整備事業にかかる管理を実施しておらず、法令の規定を遵守する体制

が確立されていなかった（車両法第第９４条の３第１項第９号違反） 

  （2）故意により、２４台の自動車に係る「速度計の誤差」の検査を実施せず保安基準適合証を交付 

（車両法第 94 条の 5 第 1 項違反）  

  （3）②（２）の状態で自動車検査員が保安基準適合証に証明（車両法第 94 条の 5 第４項違反） 

 

 
 
 
 

自動車特定整備事業者及び指定自動車整備事業者の行政処分について 

 

【問い合わせ先】 

・北陸信越運輸局自動車技術安全部 整備・保安課   担当 松永、山口 

    ＴＥＬ ０２５－２８５－９１５５（直通） 



（参考資料） 

 

【用語説明：自動車特定整備事業関係】 

 

※1 自動車特定整備事業 

 一定の規模の作業場と作業機械、分解整備及び電子制御装置点検整備に従事する従業員を有す

る工場に対し、申請により、地方運輸局長が自動車特定整備事業の認証をしています。 

 

 

（※）「分解整備」とは、原動機、動力伝達装置、走行装置、操縦装置、制動装置、連結装置を

取り外して行う自動車の整備又は改造をいいます。 

 

（※）「電子制御装置整備」とは次の整備等をいい、令和２年４月１日から制度が開始されまし

た。 

  ①運行補助装置の取り外し、取付位置のもしくは取付角度の変更又は機能の調整を行う自動

車の整備又は改造（かじ取り装置又は制動装置の作動に影響を及ぼすものに限る。） 

  ②自動運行装置を取り外して行う自動車の整備又は改造その他の当該自動運行装置の作動

に影響を及ぼすおそれがある自動車の整備又は改造 

 

 

 ●「自動車特定整備」の例 

  ・１～６・・・「分解整備」に該当 

  ・７～８・・・「電子制御装置整備」に該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「分解整備」と「電子制御装置整備」を合わ

せて「自動車特定整備」といいます。 



【用語説明：指定自動車整備事業関係】 

 

※２ 「指定自動車整備事業」（いわゆる「民間車検場」） 

  自動車特定整備事業者からの申請により、検査設備を有する等一定の要件を満たした場合に、

地方運輸局長から指定を受けて行う事業です。当該事業者が交付する「保安基準適合証」を国

に提出することにより、国へ現車提示を行わずに車検手続きを行うことができます。 

 

※３ 「自動車検査員」 

  指定自動車整備事業者で車検手続きを行う自動車が保安基準に適合しているかどうかの検

査を行う者であり、一定の要件を満たした者から指定自動車整備事業者が選任します。 

 

 

 

道路運送車両法（抜粋）（昭和二十六年法律第百八十五号） 

 

（保安基準適合証等） 

第九十四条の五 指定自動車整備事業者は、自動車（検査対象外軽自動車及び小型特殊自動車を

除く。）を国土交通省令で定める技術上の基準により点検し、当該自動車の保安基準に適合し

なくなるおそれがある部分及び適合しない部分について必要な整備をした場合において、当該

自動車が保安基準に適合する旨を自動車検査員が証明したときは、請求により、保安基準適合

証及び保安基準適合標章（第十六条第一項の申請に基づく一時抹消登録を受けた自動車並びに

第六十九条第四項の規定による自動車検査証返納証明書の交付を受けた検査対象軽自動車及

び二輪の小型自動車にあつては、保安基準適合証）を依頼者に交付しなければならない。ただ

し、第六十三条第二項の規定により臨時検査を受けるべき自動車については、臨時検査を受け

ていなければ、これらを交付してはならない。 

 

 

第九十四条の七 自動車検査員その他第九十四条の五第一項及び第九十四条の五の二第一項の

証明その他の保安基準適合証、保安基準適合標章及び限定保安基準適合証の交付の業務に従事

する指定自動車整備事業者並びにその役員及び職員は、刑法その他の罰則の適用については、

法令により公務に従事する職員とみなす。 


